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様式 2                            

平成  年 月 日 

 

独立行政法人国際協力機構 御中 

団体名 

代表者名          ㊞ 

 

担当者名 

TEL: 
FAX: 
E-Mail: 
 

草の根技術協力事業（草の根協力支援型） 

資格審査書類の提出について 

 

草の根技術協力事業（草の根協力支援型）について、下記のとおり資格審査書類を提出

します。 

 

記 

 

1．提案団体の種類 

本事業の対象団体は以下の 2 種類の団体です。該当する方に○を付けてください。 

次の「2．提出書類」について、NGO 等の非営利団体の場合は、①～④の書類、学校教育法に定め

る大学の場合は、③の書類のみを提出してください。 

（ ）国際協力活動に実績や関心を有する NGO 等の非営利団体 

（ ）学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）に定める大学 

 

2．提出書類 

添付されている資料の□に∨（チェック印）をつけてください。 

各添付書類の右上に該当の番号をつけ、番号順に添付してください。 

□①定款又はこれに代わるもの 

□②役職員名簿類 

□③直近 2 年間の事業報告書及び収支報告書（団体が発行している年報やニュースレタ

ー等、活動実績・概要がわかるものであれば様式は問いません） 

□④法人登記簿謄本（法人格を有する団体のみ、3 カ月以内に発行されたものをご提出くだ

さい。法人格を有しない団体は提出不要です。） 
 

過去①･②･③を既に提出しており、その後も変更がない場合は、改めて提出していただく必要は

ありません。なお、③については、年度が改まり、新しい年の報告書があれば、追加でご提出く

ださい。 
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3. 提案事業概要 

 

以 上 

対象国 国名： 

事業名称 和文： 

 

英文： 

 

事業実施予定期間 年  ヵ月 事業費総額（概算）* 千円

実施団体の概要 

(1)設立年       年 

(2)直近 2年間の支出実績年平均       千円 

  （平成 20 年度    千円 平成 21 年度    千円）
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様式 3 

平成  年 月 日 

 

独立行政法人国際協力機構 御中 

 

団体名 

代表者名           ㊞ 

 

担当者名 

TEL: 
FAX: 
E-Mail: 

 

 

草の根技術協力事業（草の根協力支援型） 

事業提案書の提出について 

 

 

草の根技術協力事業（草の根協力支援型）について、事業提案書を作成いたしましたの

で、下記のとおり提出します。 

 

 

記 

 
１．事業提案書           １部 

以上 
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表紙（見本） 

 

 

 

 

 

対象国・事業名 

 

 

 草の根技術協力事業（草の根協力支援型） 

 提案書 

 

 

 

 

平成 年 月 

 

 

提案団体名 
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目次（見本） 

１.団体としての経験・能力.............................................1 ※注 1 

（1）提案団体の概要及び活動内容......................................... 

（2）団体の設立主旨、目的、方針等.......................................  

(3) これまでの主な活動実績............................................. 

(4) 対象国との関係、協力実績........................................... 

(5) 他機関による支援制度の受給状況..................................... 

 

２.事業の概要.......................................................... 

（1）事業実施の背景と必要性............................................. 

 

（2）事業の具体的内容................................................... 

①事業の目標と達成をはかる指標...................................... 

②実施予定の諸活動・各活動の成果・成果の達成をはかる指標............ 

③活動を行うために必要な投入（人材・資機材等）...................... 

④事業の実施にあたり考慮すべき重要な事項、リスク等（前提条件・外部条件） 

⑤事業の受益者層（ターゲットグループ）.............................. 

⑥事業の実施スケジュール............................................ 

⑦事業実施に必要な経費.............................................. 

 

（3）事業の実施・支援体制............................................... 

①現地及び国内での事業実施・支援体制................................ 

②相手国実施機関（カウンターパート機関）との協力体制................ 

③相手国実施機関との事業のモニタリング・評価の方法.................. 

 

（4）草の根技術協力事業終了時の自立発展性の確保の展望................... 

 

（5）日本側実施団体における支援の全体計画 

 

（6）その他（安全配慮、広報計画等）..................................... 

①安全配慮.......................................................... 

②広報計画.......................................................... 

③団体内での経験共有 ............................................... 

 

３.業務従事者の経験・能力等........................................... 

（1）プロジェクトマネージャー予定者等の経歴............................. 

 

（2）業務従事者配置計画................................................. 

 

４.事業提案書要約...................................................... 

 

５.ＰＤＭ（プロジェクト・デザイン・マトリックス）................... 

※注 1：全ページ

下中央にページ

番号を振り、各

項目のページ番

号をこちらに記

載 し て く だ さ

い。） 


